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１．ガイドラインの作成とPDCAサイクルの
着実な実施
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①標準的なガイドライン及びチェックリストの作成

○ 令和２年４月から、「統計業務の改善に関する調査研究」を実施し、調査担当が統計を作成する過

程における「遵守しなければならないルール（統計標準ガイドライン）」、「作成しなければならな

いマニュアル（個別マニュアル）の作成方法」等を整理し、初版(９月版)を取りまとめ

（令和２年９月）

②第三者が誤り等を報告するための相談窓口

○ 上記連絡窓口を設置、運用開始（令和２年10月）

※新型コロナウイルス感染症への対応等の理由により、設置時期を後ろ倒し

（１） 2020年度（令和２年度）上期の取組内容

○ 厚生労働省所管の各統計において、統計標準ガイドライン等に基づく業務の実行

○ 統計標準ガイドライン等の見直しを継続的に実施

（３）2021年度（令和３年度）の取組方針

○ 統計標準ガイドライン等について、検証・拡充を実施し、９月版を改定

○ ８つ程度の個別統計のマニュアルを作成

○ コンプライアンスチェックの実施（令和２年中）及び結果とりまとめ

※統計調査の新型コロナウイルス感染症への対応状況を踏まえ、今年度は試行的に実施

○ 調査実施機関との意見交換・相談窓口の対応（随時実施）

（２）2020年度（令和２年度）下期の取組方針
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統計調査に向けて作成すべき文書の関係

多種多様な統計調査を包含した標準的な業務プロセスや、各種規則・指針に定める遵守事項・留意事項の抜粋など、必要な情報を幅広く記載した
標準的な業務マニュアルである「統計標準ガイドライン」を作成し、厚生労働省における統計調査全体のガバナンスを強化（Ａ）
調査担当は、統計標準ガイドラインに基づき、以下の「個別マニュアル」（Ｂ）を作成し、業務を遂行

個別統計のガバナンスを強化するため、統計業務の開始に先立ち、企画から公表・提供、評価までのスケジュール、実施体制、成果物等を記
載した「統計実施計画書」（Ｂ-a）
業務プロセスを可視化するため、統計業務の開始に先立ち、統計業務の企画から公表・提供、評価の一連の業務プロセスにおける業務内容、
留意事項等を具体的かつ網羅的に記載した「業務マニュアル」（Ｂ-b）

統計標準ガイドラインと個別マニュアルの関係
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２．情報システムの適正化
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＜システム共通＞

①今後の統計処理システム等に係る調査研究の実施

○ 現行業務・システムの課題を整理中（令和２年10月）

○ 次期統計処理システムの在り方について検討中（令和２年12月）

②AIやRPAなどの導入に向けた調査研究

○ ICTに関する最新動向の事例を収集中（令和２年10月）

＜毎月勤労統計システム＞

○ 「毎月勤労統計調査に係る集計処理等の検討業務」において、全国調査の集計処理の内容を詳細に記述した

プログラム仕様書を作成し、全国調査の集計処理の内容を可視化（令和２年10月）

（１） 2020年度（令和２年度）上期の取組内容

＜システム共通＞

○ 移行方針を踏まえた実機検証の実施、一部機能の要件定義

＜毎月勤労統計システム＞

○ 移行する言語による集計処理プログラムを開発し、試行・検証を実施

（３）2021年度（令和３年度）の取組方針

＜システム共通＞

○ 今後の統計処理システムに向けた移行方針の確定

○ ICT技術の統計システムへの活用方法の検討

＜毎月勤労統計システム＞

○ 作成したプログラム仕様書に基づき、COBOLから、汎用性が高く、容易に改修等ができるプログラム言語への移行を

実施するための調達仕様書を作成

（２）2020年度（令和２年度）下期の取組方針
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現在 次期

クラウド

クラウド環境で実現する次期統計処理システム

○次期統計処理システムにおいては、政府における「クラウド・バイ・デフォルト原則(注)」の方針に基づき、
クラウドサービスを利用したシステムの構築を検討

調査票
オンライン

統計処理システム

電磁的記録媒体

電子化

調査票
統計処理システム

紙媒体

保存用調査票等データ

紙媒体
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厚生労働省

報告者 報告者

（注）政府情報システムを整備する際には、クラウドサービスの利用を第一候補とする考え方（「デジタル・ガバメント実行計画」（令和元年12月20日閣議決定））

DVD
(保存用調査票
等データ)

オンライン

厚生労働省

※次期統計処理システムの構築方針は、今年度内に決定予定

● 政策統括官（統計・情報政策担当）が作成する統計のみ
が対象

● ファイル容量の関係で、保存用調査票等データは、当該
システムではなく電磁的記録媒体（DVD）で個々に管理

● 新たなサービスの導入が困難 等

● 政策統括官（統計・情報政策担当）以外の組織の保存用
調査票等データも統計処理システム上で一元管理

● ファイル容量には柔軟に対応
● 新たなクラウドサービスを容易かつ迅速に導入

電子化

電磁的記録媒体



３．組織改革・研修の拡充等
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①新体系による計画的な研修実施

○ 政策立案のための能力（統計データ作成・活用・分析能力）の向上に向けた厚生労働省人材育成基本方針

（令和２年４月１日改定）に基づき、①必須研修の設置、②既存のスキルレベル別研修に新たな研修を新設

（統計法令遵守研修等）

○ 統計研修実績 （令和２年９月）

実施研修：幹部職員(指定職)のための統計研修、統計基礎コース等

②定員・予算の確保、職員配置の見直し、政策所管部局・他省庁等との人事交流の拡大、関係機関との連携、

統計幹事を補佐する専門家の配置

○ 予算概算要求・組織定員要求の実施（令和３年度予算概算要求３．６億円）（令和２年９月） 【資料４参照】

③統計人材プロファイルの整備

○ 政策統括官（統計・情報政策担当）内の職員を対象としたプロファイルを準備（令和２年９月）

（１） 2020年度（令和２年度）上期の取組内容

○ 計画的な研修実施（研修の実施を踏まえ、研修メニュー、体系等を修正）

○ 統計データアナリスト等の育成

○ 政策所管部局・他省庁等の人事交流の拡大

（３）2021年度（令和３年度）の取組方針

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により見直した研修計画の計画的な実施

○ 統計データアナリスト等の育成目標の策定

○ 統計幹事を補佐する専門家の配置

○ 政策所管部局・他省庁等の人事交流の拡大

○ 統計人材プロファイルの運用（毎年１回更新予定）

（２）2020年度（令和２年度）下期の取組方針
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見直し後の人材育成基本方針

必須研修及びスキルレベル別研修体系

・新たに必須研修を設置

ス
キ
ル
レ
ベ
ル
別
研
修

・全職員のための統計研修（ｅラーニング）

・幹部職員（指定職）のための統計研修

・統計調査所管課室長級のための統計研修

必
須
研
修

・統計基礎コース
・初めて学ぶ統計（公務員のためのｵﾝﾗｲﾝ講座）

≪総務省研修：オンライン講座≫
・統計法令遵守研修
・「行政官としての統計の見方・使い方入門」研修
・ＥＢＰＭ基礎研修
・厚生労働白書について
・労働経済の分析について

＜レベル１＞ 統計検定４級レベル

・統計実務コース
・統計理論コース
・統計活用コース
・統計データのできるまで（統計的推測の基礎）

≪総務省研修：オンライン講座≫
・ＥＢＰＭ応用研修

＜レベル２＞ 統計検定３級レベル

・計量分析基礎研修
・統計解析を行う職員を対象とする研修
（ＳＰＳＳ研修）

＜レベル３＞ 統計検定２級レベル

追加

追加

・ＥＢＰＭの実践担当職員のための研修
○初めて学ぶ統計（速習版）（ｅラーニング）
○ＥＢＰＭ基礎研修

統計調査担当職員及び統計活用分析職員

ＥＢＰＭの実践担当職員

全職員及び幹部職員

統計研修の受講機会の拡大

＜レベル３＞
・計量経済分析研修（パネル分析
コース）（内閣府）

・統計担当者向け入門（総務省）
・社会・人口統計の基本（総務省）
・政策立案と統計（総務省）
・ミクロデータ分析-Rによる
統計解析-（総務省）

＜レベル２＞

・従来厚生労働省において実施していた統計
研修(統計法令遵守研修等)をスキルレベル
別研修に新設するとともに、内閣府、総務
省が実施する統計研修についても受講機会
の拡大の観点から追加した。

10



統計人材プロファイル

【整備目的】
① 統計人材の計画的なキャリアアップ
計画的な人材育成、職員の統計スキルの向上に資する。

② 資格保有者プロファイルの元データとして活用
統計データアナリスト等の資格保有者のプロファイル（改革工程表において整備予定)の元データとして活用

【プロファイル項目】
統計業務経験年数、従事した業務内容、統計研修の受講履歴等

【プロファイルのイメージ】
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参考１ 「厚生労働省統計改革ビジョン2019」 第２章 今回の統計問題の整理を踏まえた再発防止策 ３．統計に関する認識・リテラシーの向上
（３）職員のキャリアパス形成の見直し
○ 今般の事案では、統計業務に携わる担当者でさえ、統計の意義や重要性についての意識が備わっていないことなどの課題が浮き彫りになった。こうした点を踏まえれば、
統計職員の計画的な育成やモチベーションを高めていくため、以下のような取組を行う。
・ 職員の統計人材プロファイル（統計業務の経験年数、従事した業務内容、統計研修の受講履歴等）の整備等により、統計人材を計画的にキャリアアップさせ、統計
職員が安心して業務を遂行し、誇りを持てるようなキャリアパスを策定する。
参考２ 総合的対策に基づく改革工程表 ステートメント６ タスク⑳ 府省内の統計作成の拠点となり、政策立案の支援もできる統計業務資格保有者（統計デー

タアナリスト・統計データアナリスト補)の配置を推進
・資格保有者は、統計部局に集中的に配置し、必要に応じて、政策部局の調査設計や調査実施管理、政策指標の改善や政策研究等に責任を持って携われる体制を
整備
・統計部局は、資格保有者のプロファイルを管理して、府省内の政策部局や政策研究所等に広く情報提供

経験

年数
在籍 統計調査 業務内容

統計
トウケイ

　太郎
タロウ 6 H25.5.13　統計情報処理研修　UNIXの基礎

H25.5.20　統計情報処理研修　SAMAS

H25.5.27　統計情報処理研修　DICS64

統計検定２級（H30) 6 ①H25.4～27.3

②H27.4～28.10

③H30.4～R02.3

①医療施設調査

②人口動態調査

③医療施設調査

①集計、SAMAS・DICS、専門職

②分析・公表、PG使用ほぼ無し、補佐

③企画・公表、SAMAS・DICS、補佐

氏名

フリガナ

経験

年数

研修履歴

（研修受講履歴から貼り付けること）

統計に関する

資格（取得年）

基幹統計（厚生統計）
学位

（修士・博士）



４．データの利活用・一元的な保存の推進
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① 厚生労働省データ利活用検討会

○ 第１回を書面にて開催（令和２年５月）【参考４参照】

（主に下記の点を議論）

・オンサイト施設に係る取組を拡充させるための課題

・厚生労働省ホームページの見やすさ、情報の過不足

・調査票情報の二次利用に係る審査手続きや、利用手引きにおける情報の過不足

○ 第１回の議論を踏まえて、「調査票情報の二次利用等の利用者アンケート」を実施（令和２年７月～８月）

過去に調査票情報を二次利用した研究者等を対象に、二次利用に係る審査、厚生労働省からの情報提供、利活用

促進に関する意見等を伺う。

○ 第１回の議論を踏まえて、厚生労働省ホームページを改良

②広報

○ 上記検討会の議論を踏まえて、厚生労働省ホームページを改良（再掲）

○ 学会等については新型コロナウイルス対応により中止又はオンラインとなったことから、チラシ配布等による

広報が行えていない。

（１） 2020年度（令和２年度）上期の取組内容

○ 厚生労働省データ利活用検討会でとりまとめられた利活用促進策を実施し、利活用の一層の促進、広報の充実等を

図る

（３）2021年度（令和３年度）の取組方針

○ 厚生労働省データ利活用検討会の開催

・「調査票情報の二次利用等の利用者アンケート」結果等を踏まえて、利活用について議論する予定

・ 年度内に、利活用促進策等について議論いただき、報告書を取りまとめる予定

（２）2020年度（令和２年度）下期の取組方針
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厚生労働省データ利活用検討会

真に国民や統計ユーザーの視点に立った公的統計を作成することを目的とした「厚生労働省統計改革ビジョ

ン 2019 」に基づき、調査票情報等の一層の有効活用に向けた取組の推進やデータの一元的な保存の推進に取
り組むため、学識経験者等からなる「厚生労働省データ利活用検討会」を開催し、専門的な見地からの検討を

行うとともに、意見・助言を得るものとする。

（１）基幹統計調査や一般統計調査の調査票情報の二次利用の利用促進に関すること

（２）行政記録情報の利用促進に関すること

（３）（１）（２）の検討を通じて得られた知見に基づき、時代に即した既存統計等の調査項目等の見直しに

関すること

（４）データの一元的管理などその他データの利活用に関すること

◎ 阿部正浩（中央大学 経済学部教授）

川口大司（東京大学大学院経済学研究科教授）

野口 晴子（早稲田大学政治経済学術院教授）

【オブザーバー】

川﨑茂（日本大学経済学部特任教授）

注：◎は座長、五十音順、敬称略
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調査票情報の二次利用等の利用者アンケート
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１．アンケートの目的
厚生労働省における調査票情報の二次利用等にかかる利用者の実態を把握し、今後の改善につなげること

２．アンケート対象の範囲
（１）地域的範囲 全国（匿名データの場合は海外もありえる）
（２）属性的範囲 利用申請の連絡先担当者

※回答は事務担当者ではなく利用申請者（企業、法人等の場合、組織ではなく実際の利用申請者）を基本とする

３．報告を求める個人
（１）数
・３３条（調査票情報） １００人程度
・３４条（ｵｰﾀﾞｰﾒｰﾄﾞ） ５人程度
・３６条（匿名ﾃﾞｰﾀ） ５人程度

（２）選定の方法
令和２年５月末までに利用承認され、提供した者（地方公共団体等の場合を除く）について遡って選定
ただし、同じ申請者は除外。

４．基準となる期日又は期間
令和２（２０２０）年７月２７日（月）～８月３１日（月）

５．アンケート経路 厚生労働省 － 研究者

６．アンケート方法 オンライン（電子メール）

７．アンケートの周期 １回限り

８．実施期間 令和２（２０２０）年７月２７日（月）～８月３１日（月）

９．アンケート用紙の提出期限 令和２（２０２０）年８月３１日（月）

10．公表方法 第２回厚生労働省データ利活用検討会にて公表（当該検討会ＨＰにも掲載）
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調査票情報等の利用に関する厚生労働省ホームページの改正（改正前）
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調査票情報等の利用に関する厚生労働省ホームページの改正（改正後）



５．ＥＢＰＭの実践を通じた統計の利活用の促進
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【ＥＢＰＭの実践関係】

①ＥＢＰＭの対象施策の拡大 【参考４参照】

○ 令和２年度は、令和３年度予算要求事業のうち、新規事業（１億円以上）、モデル事業、大幅見直し事業を原則対象としてロジックモデルを作成し、

概算要求に係る会計課長説明で活用（10局31事業）。

②有識者によるＥＢＰＭの実施状況の検証等

○ 外部有識者によるＥＢＰＭの実践状況の検証等を行い、ＥＢＰＭの更なる推進を図ることを目的として、「厚生労働省のＥＢＰＭ推進に係る有識者

検証会」(以下「ＥＢＰＭ有識者検証会」という。）を９月14日に開催。

③ＥＢＰＭよろず相談窓口の対応状況

○ 相談窓口について、四半期に一度全職員一斉メールにて周知。（10月１日現在：７局11件受付）

【省内若手・中堅プロジェクトチーム関係(人材養成）】 【参考４参照】

○ ３つのサブチーム（①働き方改革、②女性のキャリアと子育て、③障害者雇用）において、分析テーマごとにロジックモデルを作成し、分析を開始。

（１） 2020年度（令和２年度）上期の取組内容

【ＥＢＰＭの実践関係】

○ 令和２年度に開催したＥＢＰＭ有識者検証会における有識者の意見等を踏まえ、ＥＢＰＭに適した事業の更なる対象拡大を検討予定。

○ 令和２年度に引き続き、ＥＢＰＭ有識者検証会を開催し、令和４年度に向けてＥＢＰＭの実践状況を検証。また、ＥＢＰＭよろず相談を実施。

【省内若手・中堅プロジェクトチーム関係(人材養成）】

○ メンバー等を入れ替えた上で新たな分析を実施予定。

（３）2021年度（令和３年度）の取組方針

【ＥＢＰＭの実践関係】

○ ＥＢＰＭの対象事業の中から、ロジックモデルの精度向上を図るため、重点フォローアップ事業（12事業）を選定。

○ 重点フォローアップ事業の中から、効果検証手法の精度向上を目指す効果検証対象事業を選定予定（１～３事業）。また、過去のＥＢＰＭの対象事

業の中から、１～３事業を選定し、実際の統計等データを用いて効果検証を実施予定。

○ ＥＢＰＭ有識者検証会を開催し、引き続き本年度の実践状況を検証。

【省内若手・中堅プロジェクトチーム関係(人材養成）】

○ 分析テーマごとに分析を実施し、分析結果については厚労省ＨＰ等で公表予定。

（２）2020年度（令和２年度）下期の取組方針
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厚生労働省のＥＢＰＭ推進に係る有識者検証会

みずほ情報総研株式会社では、厚生労働省から委託を受け、令和２年度にＥＢＰＭ推進に係る調査研究事業

を実施している。本事業の一環として、厚生労働省統計改革ビジョン2019工程表（令和元年10月８日）に基づ
き、外部有識者によるＥＢＰＭの実践状況の検証等を行い、ＥＢＰＭの更なる推進を図ることを目的として、

外部有識者による検証会を開催する。

検証事項

（１）ロジックモデルの点検・助言・効果検証方法等の精度向上に係る検証

（２）次年度のＥＢＰＭの実践に向けた検証

① 事業のスクリーニング基準に係る検証

② 予算過程での反映方法に係る検証

③ 事後の効果検証スキーム等の精度向上に係る検証

④ その他ＥＢＰＭの取組に関する全体スキームに係る検証

構成員

駒村 康平 慶應義塾大学 経済学部 教授

◎田中 隆一 東京大学社会科学研究所 教授

野口 晴子 早稲田大学 政治経済学術院 教授

森川 想 東京大学 大学院工学系研究科 講師

注：◎は座長、五十音順、敬称略
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こんなご相談にも対応できます
● そもそも事業の効果検証にどのような方法があるの？

● 現在検討中のこの事業の効果検証方法はどの方法を用いるべき？

● この施策の効果検証にはどんなデータが必要？

● ロジックモデルの作成方法を教えて欲しい … 等

政策統括官付政策立案・評価担当参事官室 EBPM事務局
◆ 内 線：7572 ◆ mail： EBPM_jimukyoku@mhlw.local

科学的なエビデンスに基づく政策立案を「専門家」がサポート
■■「EBPMよろず相談所」開設中■■

欧米では1990年代から発展。アメリカの一部分野では、EBPMに基づく提案でないと承認されないほどです。

因果関係を示す（科学的な）エビデンスを活用することで、政策課題の解決に向けて、より最適な政策を立案する取組

(Evidence-Based Policy Making)
エビデンスに基づく政策立案

令和元年８月に行われた統計改革推進会議で、菅官房長官が「EBPMの定着に向けた取り組みが急務」と訴えるなど、

霞が関でもEBPMは必須スキルになりつつあります。

EBPM

・昨年度相談実例
● 現在検討中の事業の効果検証方法が適切かどうか確認して欲しい

● 〇〇データの公開に対して社会にはどの程度ニーズがあるか、ブレーンストーミング的に議論をしたい

● ××制度の有効性を検証する調査手法について一緒に考えて欲しい

● 現在検討中の事業に係るロジックモデルの記載内容について助言が欲しい

• 新型コロナ対応等で皆様ご多忙と存じますが、事業の効果検証についてご相談されたい方、予算折衝に
向けてエビデンスの知見を取り入れたい方、ロジックモデルの記載内容について助言が欲しい方など、
まずはお気軽にご連絡ください（内７５７２又はEBPM_jimukyoku@mhlw.local）。メールで解決が難
しい内容の場合は対面での打合せをセットします。
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ＥＢＰＭの推進に係る若手・中堅プロジェクトチーム

○ＥＢＰＭの実践を通じた統計の利活用を推進し、厚生労働省職員が統計データに係る分析手法を習得できるようにするため、政策統括
官（統計・情報政策担当）にＥＢＰＭの推進に係る若手・中堅プロジェクトチーム（以下「若手チーム」という。）を令和元年12月27日に設置
した。

○チーム長は政策企画官、副チーム長は政策立案・評価推進官を充て、省内でＥＢＰＭに関心のある者等有志からチーム員が構成される。
チーム員は、課長補佐級１名、係長・主査級７名、係員級２名の計10名（令和２年９月１日現在）

○ＥＢＰＭの取組が進んでいない労働、福祉分野を中心に分析等を実施し、分析結果をレポートや白書、審議会資料等に活用することを
目指す。

設置の目的・概要

全体会合の実績・活動予定

第１回 令和２年１月21日
○辞令交付
○若手チームの設置、概要について

第２回 令和２年２月26日
○令和元年度ＥＢＰＭ実践事業「地域雇用活性化推進事業」（職業安定局）について担当者より説明
○分析テーマと、各テーマを推進するサブチームの決定（働き方改革、女性のキャリアと子育て、障害者雇用）
○今後の進め方について検討

第３回 令和２年８月27日
○分析発表「ロジックモデルとは何だろうか？（医療費適正化計画の原型を事例して）」

（政策統括官付参事官（企画調整担当））
○サブチームの活動について

今後については、分析テーマが確定し、調査票情報の二次利用申請等の準備が済んだテーマから分析を進め、年度内を目処に分析結
果を公表予定。

労働政策研究・研修機構との連携

○若手チームの活動を推進するため、労働政策研究・研修機構（以下「JILPT」という。）と連携し「ＥＢＰＭセミナー」を開催。
○第１回は令和２年８月７日に開催し、JILPTと厚生労働省より31名が参加。

演題：「男性の育休と育児の現状～今後のＥＢＰＭに向けて～」（JILPT 池田心豪主任研究員）

○今後も数回にわたり、労働分野に関連したテーマを取り上げ、ＥＢＰＭセミナーを実施予定。
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